
那覇市立学校における情報機器類の管理及び運用に関する要綱
平成22年3月29日学校教育部長決裁

　(趣旨)
第1条　この要綱は、那覇市立小学校及び中学校(以下「学校」という。)において、情報機器類で処理する情報資源の保護対策、並びに情報機器類の適正な管理及び効率的な運用を図るために必要な事項を定めるものとする。
(用語の意義)
第2条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1)　情報機器類　学校に設置するコンピュータ(周辺機器を含む。以下同じ。)、ソフトウェア、ネットワーク、ネットワーク機器等で、次の要件のいずれかに該当するものをいう。
　　ア　那覇市教育委員会が設置したもの
　　イ　寄贈等を受けたもので、備品台帳に登録されているもの
(2)　可搬記憶媒体　CD-R、USBメモリ、フロッピーディスク等の外部記憶媒体をいう。
(3)　利用者　学校の教職員及び児童生徒、那覇市教育委員会職員、その他教育長が認めた者をいう。
(管理体制)
第3条　学校における情報機器類の適正な利用を図るため、教育委員会に情報機器統括責任者(以下「統括責任者」という。)、情報機器整備責任者(以下「整備責任者」という。)及び情報機器保守責任者(以下「保守責任者」という。)を置く。
2　統括責任者に学校教育部長、整備責任者に学校教育課長、保守責任者に教育研究所長をもって充てる。

3　統括責任者は、情報機器類の管理及び運用に関する事務を統括する。
4　整備責任者は、統括責任者を補佐し、情報機器類の整備及び管理・運営に係る方針を作成する。
5　保守責任者は、統括責任者を補佐し、方針に基づき情報機器類の保守、障害対応、研修等を実施する。
6　統括責任者、整備責任者及び保守責任者は、情報機器類の適正な利用に関して必要があるときは、校長に対し助言、指導及び利用状況について報告を求めることができる。
　(校内の管理運用体制)
第4条　校長は、学校における情報機器類の取扱い及び個人情報保護のために必要な措置を講じなければならない。

2　校長は、前項の措置を講じるための協議機関として、学校情報機器類管理運用委員会(以下「学校管理運用委員会」という。)を設置するものとする。
3　学校管理運用委員会は、校長、副校長(又は教頭)及び校長が指名する教職員若干名をもって構成し、委員長に校長、副委員長に副校長(又は教頭)をもって充てる。

4　委員長は、学校管理運用委員会を総理し、会議の議長となる。

5　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その職務を代理する。

6　学校管理運用委員会は、次に掲げる事項について協議する。
(1)　情報機器類の適正な管理に関すること。
(2)　情報機器類の効率的かつ円滑な運用に関すること。
(3)　個人情報の保護に関すること。
(4)　情報機器類で取り扱うデータ及び情報(以下「データ等」という。)の安全対策に関すること。
(5)　児童生徒の情報モラル向上に関すること。
(6)　校内の教職員に対する情報セキュリティの意識向上に関すること。
(7)　コンピュータウィルスに関すること。
(8)　その他情報機器類の管理運用に関すること。
7　校長は、情報機器類の管理運用及び個人情報の保護に係る職務を補助させるため、教職員のなかから情報担当者を選任することができる。
(個人情報の保護)
第5条　個人情報の取扱いについては那覇市個人情報保護条例(平成3年那覇市条例第21号)を遵守し、適正に行わなければならない。
2　個人情報の含まれるデータ等は、パーソナルコンピュータの内蔵記憶装置及び可搬記憶媒体には記録せず、安全対策の施されたサーバ等へ記録しなければならない。ただし、校長が認めた場合は、この限りでない。
3　データ等の内容を勘案し、個人情報や機密情報を含むものにはパスワード等を設定しなければならない。この場合において、パスワード等の秘密を厳守するとともに、パスワードは定期的に変更しなければならない。
4　個人情報が含まれるデータ等を校外へ持ち出してはならない。ただし、校長が特別な理由があると認め、次に掲げる対策が施される場合には、この限りでない。
(1)　暗号化やパスワード設定等の安全対策が施されていること。
(2)　記録簿を作成し、個人情報が含まれるデータ等の入出力管理を行うこと。

5　校長は、個人情報保護のため、利用者以外の第三者(以下「第三者」という。)に情報機器類を使用させてはならない。また、第三者が所有するコンピュータ等を校内ネットワークに接続できないよう、必要な措置を講じなければならない。

　(データ等の保護対策)
第6条　情報機器類及び可搬記憶媒体は、原則として利用者が校内のみで使用することができる。また、公務出張等において校長が特に命じた場合を除き、校外に情報機器類及び可搬記憶媒体を持ち出してはならない。
2　持ち運びが容易に行える情報機器類及び可搬記憶媒体は、保管場所を定め、施錠等により厳重な管理を行い、盗難防止等の措置を講じなければならない。
3　不用になった情報機器類を廃棄するときは、その内蔵記憶装置に記録されているデータ等を消去しなければならない。
4　可搬記憶媒体は、物理的に破壊した後に廃棄しなければならない。
　(教職員所有のコンピュータ及び可搬記憶媒体)
第7条　教職員が所有するコンピュータ又は可搬記憶媒体を校内に持込みたい場合は、個人所有コンピュータの使用許可申請書(第1号様式)により校長の許可を受けなければならない。
(障害発生時の対応)
第8条　校長は、情報機器類に障害が発生したときは、情報機器類障害対応依頼書(第　2号様式)を保守責任者に送付するものとする。
(紛失及び盗難時の対応)
第9条　校長は、情報機器類及び可搬記憶媒体に盗難、紛失等の事故があったときは、情報機器類盗難・紛失等届(第3号様式)により、直ちに整備責任者に報告しなければならない。
(コンピュータウィルスへの対応)
第10条　利用者は、情報機器類等の使用に当たっては、コンピュータウィルスの侵入に細心の注意を払い、その感染防止に努めなければならない。
2　校長は、情報機器類等がコンピュータウィルスに感染したときは、直ちに他の情報機器類等への感染防止及びコンピュータウィルスの駆除に必要な措置を講じなければならない。
　(インターネットの利用)
第11条　インターネットの利用に関し必要な事項は、別に定める。
(その他)
第12条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、整備責任者及び保守責任者が協議し別に定める。
　
付　則
この要綱は、平成22年4月1日から施行する。

